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ベトナムにおける薬物依存症治療施設視察報告

Inspection Report of Drug Addiction Recovery Institutions in Vietnam 

瀧尻明子1) 植本雅治2)

Haruko Takijiri Masaharu Uemoto 

要旨

在日ベトナム人コミュニティでは阪神大震災以降ヘロイン依存症が増加している。その回復支援のあり方を考える

上で、ベトナム本国でのヘロイン依存症に対する人々の認識、治療や社会復帰の過程などについての情報を得ること

が必要であると考え、ベトナムの薬物依存症治療回復施設を視察した。

ベトナムでは依存症治療回復施設が各省に 1-2か所以上と数多く設置され、そこでの治療・回復過程にかかる費

用のほとんどを国が負担している。ヘロイン依存症者を犯罪者とは見なさず、犠牲者として専門施設で社会復帰させ

ること、国際機関の協力による新たな治療法の導入や入所リハビリ体制の変革など、国を挙げた対策は日本も見習う

べき点は多い。しかし非任意での施設収容、人権への配慮不足、法の未整備、医療人員の少なさ、 HIV感染率や再入

所率の高さなど解決すべき問題も多く抱えていた。今後は退所後の地域での取組みの実際も把握する必要がある。

キーワード:ベトナム、薬物依存症、ヘロイン、回復施設

Key W ords : Vietnam. Drug addiction. Heroin. recovery institutions 

1.はじめに

ベトナム戦争が終結し、 1979年に日本政府がインドシ

ナ難民を受け入れてから30年あまりが経過した。 2005

年度末にはその受け入れを終了したが、来日した難民

の多くは日本に定住した。 2011年末現在、全国で約

4万5千万人のベトナム人が外国人登録をしている。そ

の背景は難民出身者だけでなくその呼び寄せ家族や研修

生、留学生など様々である。経済不況や震災、原発事故

により、ここ数年で若干減少はしたものの、その数は

2001年の約 1万9千人から10年間で2.3倍強となってお

り、今後再び増え続けることが推測される。これは、あ

くまでも合法的に入国して居住している人々の数であ

り、統計に表れない不法な滞在者も相当数存在する(法

務省.2001. 2011)。また、帰化して日本国籍を取得し
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た場合や、日本で出生し、両親のどちらかが日本人とい

う場合はここには計上されないため、その数はさらに多

いと考えられている。

兵庫県には、難民受け入れ当初より姫路市に定住促進

センターが設置されていた影響で、ベトナム人が集住

している。 2011年末現在で約4.500人と報告されており、

これは神奈川、愛知に次いで全国で3番目に多い数と

なっている(法務省.2011.兵庫県.2011)。

在日ベトナム人は2世、 3世の世代も増え、その多く

は日本の生活に適応し社会参加しているが、その一方で、

移民難民に起こりやすい様々な問題を抱えている人も多

い。神戸市のベトナム人コミュニテイでは、阪神淡路大

震災をきっかけとして、違法薬物であるヘロインに依存

する人が増えた(沖田.2008.麻生.2002)。麻生 (2002)

によれば、ベトナム人ヘロイン依存症者は神戸市近辺に
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とどまらず、関東地方からも神戸市内の病院に断薬目的

で来院している。また、大槻ら (2005)は関東地方の精

神科病院におけるヘロイン依存症の症例を報告してお

り、その広がりは決して限局的なものではない。

このところ国内の麻薬ヘロイン事犯については横ばい

が続いているが、検挙人員が過去10年で最多となった

2003年には、その約8割がベトナム人であった(警察庁，

2004)。この数字を見ると、ベトナム人コミュニテイの

ヘロイン汚染は看過できないものである。

筆者らは2005年より 2年間、神戸市のベトナム人支援

団体とともに薬物防止キャンペーンに取り組んだ (Nga，

2006)。一般に、薬物依存症からの回復は当事者だけの

力では困難であり、継続的なサポートやセルフヘルプグ

ループが欠かせない。我々のキャンペーンでも当事者会

や家族会などの開催を試みたが、在日ベトナム人にとっ

ては、言葉の問題、社会経済的問題、世間体などからそ

うした活動は受け入れにくいようであった。治療目的で

入院しでも、無保険である場合が多く、経済的負担回避

のため解毒完了後すぐに退院する。そして社会に戻れば

再び薬物に手を染め、薬物を得るために何らかの犯罪に

絡み服役するか、再入院するかを繰り返す依存症者はコ

ミュニティ内でも少なくない。

こうした経緯から、ベトナム本国でのヘロイン依存症

に対する認識、治療や社会復帰の過程、社会資源の利用

状況などについての情報を得る必要性を感じ、 2009年と

2011年にベトナム圏内数か所の施設を視察する機会を得

た。本稿では、様々なデータや政府、国際機関からの報

告から見たベトナムの薬物依存症をとりまく環境および

筆者らが実際に見聞したヘロインに関する問題の実態と

依存症者への入所施設での支援の実際を中心に報告す

る。

しかしながら、社会主義国家であるための情報統制や

面子を重んじる文化のなか、国家の恥を敢えて表面化し

たがらない姿勢も強く、視察中に得た情報が正確でない

可能性も否めない。とはいえ、公表されている情報が乏

しい現状においては有用な資料となり得るため本稿で取

り上げたという点をあらかじめご理解いただきたい。

n.ベトナムにおける薬物依存症を取り巻く環境

ベトナムでは、薬物依存症はエイズとの関連や、病院

での離脱期治療についてはわずかに保健省の関与がある

ものの、解毒や社会復帰プログラムの過程の多くを労働

傷病兵社会福祉省が担っている。 2008年のベトナム囲内

の薬物依存症者数は約17万人であり、そのうちの94%
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は男性、また70%が30歳未満の若年者である。 15歳か

ら40歳までの男性の200人に 1人は薬物依存症であると

も報告されている (UnitedNations Office on Drug and 

Crime: UNODC， 2010)。主に使用されている薬物はヘロ

インで薬物依存の88%を占めている。 64%の依存症者が

静脈注射によって薬物を使用しており、 42%がHIV陽

性と報告されている。特に多くのHIV感染者が確認さ

れているのは、ハイフォン市、ホーチミン市、ハノイ市、

クアンニン省であり、これらの地域では注射器使用の薬

物依存症も多いと考えられる (UNODC，2010)。

ベトナム全土には132ヶ所の薬物依存症治療センター

があり、 5-6万人を収容することができる。そのうち

123ヶ所が各省によって設立されており、残り 9ヶ所が

民間施設である。ベトナムは58の省から成るため、各省

に1-2施設以上設置されていることになる。 2009年の

上半期に33，076名の薬物依存症者が新たにこうした施設

を利用して治療を受けている (UNODC，2010)。

薬物依存症治療センターでの標準的な治療は、入所し

てから 1)受け入れとアセスメント、 2)解毒と身体管

理、 3)矯正教育、 4)職業訓練、社会復帰準備、再発

予防、 5)アフターケアモニタリングの流れで行われる

(UNODC， 2010)。しかしながら、薬物依存症治療セ

ンターからの集団脱走事件が毎年報じられ (APnews， 

2011、同， 2012. HUFFPOST WORLD， 2010)、強制労

働をはじめ、施設の在り方を疑問視する声もある (Amon，

2010)。

ベトナム議会は、 2008年に薬物療法の有効性の向上と

リハビリテーションに関して法改正を行い、同年保健省

は国際機関の協力のもと、南北2つの大都市でメサド

ン維持療法1プロジェクトを試験的に行った。このプロ

ジェクトに参加した薬物依存症者の74%は心身ともに体

調の改善を感じ、 23%は就労に至った。また治療の3ヵ

月後にヘロインを再使用したのはわずか18%にとどま

り、使用頻度は月に 1-2回に減ったと伝えた。薬物依

存症者1人当たりにかかるメサドンのコストは1日1ド

ル程度と他の治療法に比べて低く、費用対効果は高い。

この結果を受けて、ベトナム保健省はメサドンの使用

範囲を他の省、都市にも拡大し、 2015年までに80，000人

に対して治療を開始する方針を打ち出している (FHI，

2010)。

また法改正により、施設入所については2011年以降、

薬物再使用の可能性が高いと判断される場合や社会復帰

が困難なケースに対しては強制入所期間の延長が認めら

れるようになった。



田 薬物依存症治療関連施設訪問

筆者らは、 2009年と2011年に、 通訳を伴ってベ トナム

を訪れ、 3か所の公的薬物依存症治療リハビリ施設、 2

か所の民間施設を視察した。それぞれについて報告する。

1 . TRUNG TAM GIAO DリC・LAODQNG XA HO! 

VU OAI QUANG NINH (クアンニン省薬物解毒センター)

クアンニン省は首都ハノ イから東へ約150km(車で約

3時間)のと ころに位置している(図 1)。人口は約110
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万人で、 15歳未満の人口が37.6%を占める。この省は、

前述したように囲内でもHIV陽性者が国内で二番目に

多く確認されている地域であり、薬物依存症者も多いと

推測できる。

このセンターは省都ハロン市中心部からさらに車で未

舗装の悪路を 1時間ほど行った山中に設置されている。

周囲にはI隊員宿舎と思われる数棟の建物があるだけで、

他には何もない世間から隔絶された土地であり、敷地は

有刺鉄線を廻らした高い塀に固まれていた。以下にセン

ター長であるTRANDANH MAI氏および医療スタッ
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フからの話をまとめた。

設立は1992年であり、 2006年に現在の形になった。労

働傷病兵社会福祉省の管ill:占で、設置されている。敷地面積

は約40ヘクタール(甲子園球場を39，600ばとして約10個

分)で、職業訓練場、農場、居住施設、医療関連施設、

管理施設などが整えられている。

収容人数は最大800名であり、 2009年には1.000名を受

け入れられる体制となった。入所者はすべてヘロイン依

存症の男性で、女性を受け入れる設備はない。ヘロイン

の販売や製造に関与した者は、本センターではなく犯罪

者として懲罰施設に収監される。入所者のほとんどがク

アンニン省の住民であるが、他省のセンターが満床のj易・

合や緊急性が高い場合、あるいは任意入所については省

外からも受け入れている。この施設にはまとまったデー

タが存在しないため、平均年齢は不明である。2008年現

在の最高齢は51歳で、 25歳から35歳が約80%を占める。

18歳未満はおらず、別の施設に収容される。

このセンターの主な役割は、社会復帰支援、職業訓

練、解毒中の身体管理、入所者の身体合併症の治療など

となっている。

入所形態には、強制入所と任意入所とがある。強制入

所の場合、公安から送致されるケースもあるが、大半は

あらかじめ薬物依存症者の家族がその存在を地域行政に

申告、登録しておき、センターの受け入れ枠が空いた時

点で地域行政の勧告により本人の意思に関係なく順次収

容されるという流れになる。ただし重症とみなされた場

合は優先的に収容される。任意入所も受け入れるが希望

者は極めて少なく 、2008年1月の時点ではわず、か15名ほ

どであった。任意入所の場合は規定の24カ月間を待たず

退所することも 可能で、 なかには 2~3 週間の解毒のみ

で退所してしまうケースもある。

入所費用は強制入所の場合、政府から一人当たり年間

500万ベトナムドン (VND)(約18，820円2)が給付され

る 3。 食事、治療、衣類など入所中にかかる経費を I~I 己

負担する必要はない。ただし、ここの食事が非常に質素

であるため、家族がそれを補うため月30万VND程度の

仕送りをすることが認められている。任意で、の入所には

年間850万VND (約31.990円)の自己負担が必要と なる。

入所者の生活は、厳密なスケジュールによって管理さ

れている。入所直後は 1週間を目安に治療棟の隔離室を

使用し、 24時間監視体制のもと、 19~奇;および一般健康状

態をスクリーニングする。ここで、は複数名同室隔Plltが認

められている。自傷他害行為がある場合以外は身体拘束

をすることはない。離脱期は、ベンゾジアゼピン系薬の

ジアゼパムを多用し、鎮静を中心とした治療が行われる。

2種類の国産伝統治療薬4 も使用されていた。メサドン

やブプレノ ルフインなどの代替薬は、本センターではま

だ用いていないとのことであった。離脱期を脱し、身体

状態が安定すれば、一般病室 (12人部屋)に転室する。

治療棟は40床を有し、急性期以外の入所者でも身体合併

症により医療処置が必要な場合はここで生活している。

身体的に健康を取り戻した入所者は、 WHOの指針に

沿って政府が定めたプログラムに則って日々生活を送

る。職業訓練としては、石材加工、畜産、木工・家具製

造、建築、レンガ製造、調理、農耕などが行われており 、

全体の約7割を占める身体的に問題のない入所者はいず

れかの職業訓練に参加する。センター内の土木・補修工

事 ・造固などは入所者自身が行い、日々の食事も入所者

グループが当番fliljで、調理している。職業訓練の作品販売

や工賃等で収訴が出た場合は、必要経費を差しヲ|いて入

所者に報酬を分配する。

入所期間中は電話を掛けることは禁止される。面会

は2ヶ月に 1lTIl許可 しており、面会者の荷物はすべて

チェックされる。入所者への差し入れは一切禁止である。

家族以外が面会する場合は、身分証明書の提示が求めら

れ、不携帯であれば面会はできない。

退所に向けでは、家族との面談、 l織親探しなどによっ

て地域での受け入れ態勢を整えているものの、再入所す

る割合は3割を超える。その主な理由は就労困難、 地域

生活での偏見や差別などによる居づらさ、薬物がらみの

交友関係である。再発を防ぐために、入所期間中に薬物

依存に陥った理由を明確にし、それに応じた支援を個別

的に考えるだけでなく、地域と連携し、行政機関が退所

後の蛇視を行うとともに、 地域の有力者に対して偏見や

差別がなくなるように働きかける とのことだ、った。

職員数は 117~1 で、何らかの専門技術を有する職業訓

練指導員、教育関係者、労働傷病兵社会福祉省幹部、医

療関係者としては中級医5が2名、看護師10名が勤務し

ている。また、これ以外に公安 (日本でいう警察官)も

10名常駐し、これらI隊員の7割はセンター内に居住して

いる。

現在施設が抱える最大の問題は、 HIV感染である。

入所者の約4割がHIVI湯性であり、入所中にエイズを

発症するケースも少なくない。入所時の血液検査で感染

の事実を初めて知る人も多い。感染者に対しては、国際

機関からの援助によって無料で治療薬が提供されてお

り、退所後も治療を継続することが可能である。感染に

よって入所者間の公平性が損なわれないように、居住空

間を区別せず、同じ生活を続けるようにしている。医療

が必要となった場合は、相応の医療機関に搬送すること
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となる。

2. TRUNG T AM BeNH GIAO DυC LAO DQNG 

XA HQI HA NAM (八一ナム薬物常習者治療センター)
ベトナム北部首都ハノイ市から南へ約100kmにある

ノ、ーナム省フーリー市の市街地からさらに車で小1時間

ほどのところに、ハーナム薬物常習者治療センターがあ

る(図 1)。クアンニン省薬物解毒センター同様、周囲

には民家や商業施設などは一切なく、険しい山合いに建

てられている。

以下、センター長VUANH DHINH氏からの説明と

視察の印象をまとめた。

ここは、 1994年に刑務所の建物を利用して設置された

公的な施設で、 2007年に改装整備され、現在の形になっ

た。整備資金の一部は日本のODA草の根資金協力によ

る。運営資金はベトナム政府からの予算で人件費、食

費、医療費を賄い、その他家族からの仕送り、職業訓練

での製品販売による収益、国際機関や各国からの援助に

よって成り立っている。

敷地面積は186万ぱ(甲子闇球場47個分)、建物のみの

面積は 1万1千ぱ(約3.300坪)あまりで、広大な敷地

内には7つの棟(管理行政棟、男性居住棟、女性居住棟、

未成年専門棟、面会棟、医療棟、職業訓練棟)が設置さ

れている。

入所定員は男性が700-800名、女性が200-250名、

未成年棟は80-100名である。この施設は先のクアンニ

ン省のセンターと異なり、ヘロイン依存症男性だけでな

く、女性、主に売春婦の社会復帰・教育目的の入所を受

け入れている。また、訪問当時は準備段階であったが未

成年棟を備え、 18歳以下の薬物依存症者を収容する予定

である。面会棟では、一度に50-70名が面会できるよ

うになっており、面会者が宿泊することも可能で、ある。

医療棟では、解毒治療、一般診察、感染症治療が中心に

行われている。

2010年の同センタ一統計報告によれば、 360名の入所

のうち13名が女性で、いずれも売春に関わり、且つヘロ

イン依存状態であった。この年は90名が無事に退所、社

会復帰でき、 2011年2月に訪問した時点で270名が入所し

ていた。

入所者の年齢は18-35歳が7割、 35-55歳が残り 3

割で、 55歳を超える人はいなかった。一番多く使われて

いる薬物はヘロインで、注射器による使用が7割、吸入

法が3割であった。職歴のある人が3割であり、残りの

7割は一度も就労の経験がなかった。入所時の就労状況

は有職者5割、無職5割であった。入所者の多くが経済
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的に困窮しており、その苦しみから逃れるために薬物に

手を出してしまうケースが目立つ。薬物使用のきっかけ

として最も多いのは、「友人からの誘いJで5割、次い

で「悲観、絶望からの逃避」が3割、「流行っているから」

が2割と報告されていた。

ここでは、前章で、述べたUNODCに沿った薬物依存回

復プログラムに従って労働傷病兵社会福祉省や保健省が

定めたプログラム用いて支援が行われている。本施設で

は、第2段階の解毒治療として、対象の状態によって主

にATK(ジアゼパム中心の薬物療法)、鋪治療、時々メ

サドンも用いられる。

入所経路は、公安からの送致で行政処分を受けた人が

ほとんどであり、この場合は2年間の強制入所となる。

これはクアンニン省のセンターと同様であるが、ここで

は任意での入所は最低6カ月と決められているため、離

脱のみで退所することはできない。その後については家

族、本人の話し合いにより入所を継続することも可能で、

ある。

入所費用については、必要最低限の生活を国が保障す

るため、食費として一人当たり30万VND/月6(約1，128

円)の自己負担金を支払えばよい。

職員数は54名の党幹部を含む192名で、そのうち、医

療関係者は8名のみである。その他、教育関係、職業訓

練担当者、事務経理関係、心理相談、広報、安全管理(公安)

など、さまざまな職種が入所者の支援に当たっている。

ここでも問題となるのはHIV感染で、 2010年は入所

者の25%に当たる90名がHIV陽性者であり、うち27名

がAIDSを発症したため退所して家族のもとに帰したと

のことだ、った。退所後の薬物再使用率は高く、再入所や

家族からの報告などを合わせて約7割である。

3. TRUNG TAM GiAO DリCLAO DQNG HU'O'NG 

NGHI草PTHANHNI芭NHANQI (ハノイ青少年職
業教育センター)

2006年設立の公立施設であり、首都ハノイ市中心部か

ら北へ約25kmの水田に固まれた土地に建てられている。

ハノイ青少年職業教育センターはこれまでの2施設と

はその役割が異なっている。通常は、先述のように2年

間強制入所して治療、リハビリを受けた後は家族のもと

に戻って生活をする。しかし、このような従来のプロセ

スでは薬物再使用率、再入所率が高く、効率が悪い。そ

のため解毒後の管理体制が見直され、 2003年の国会決議

により再使用の可能性の高い依存症者については入所期

聞を延長することが可能になった。この決議に従い2011

年より断薬直後の解毒段階にある依存症者ではなく、ー
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般の施設で2年間過ごした後、再使用を防止するための

更なる訓練や静養を必要とする者を主に受け入れている

のがこの施設である。以下の5項目のうち、 lつでも当

てはまれば入所の対象となる。 (1)薬物を 5年以上使用

していた、 (2) 3回以上センターへの入退所を繰り返し

た、 (3)注射器を使用していた、 (4)退所する半年前に

なっても施設のルールを守れない、 (5)住所不定無職で

ある。ただし、健康状態が非常に悪い人、エイズを発症

している人を入所させることはない。薬物の販売は犯罪

となるため対象外だが、服役した上での入所は可能であ

る。受け入れるのは男性のみである。 2011年2月時点は

移行期であり、従来の形態(強制2年)の入所者が200名、

追加期間の入所者が40名で、ある。ハノイ市民が中心だが、

他の地域出身者がハノイ市で薬物起因のトラブルを抱え

た場合などには収容されることもある。

入所期間は 1~2 年である。社会との接触を遮断しな

いように、一般的なセンターと比較して面会の頻度が週

1回と多く許可され(一般のセンターは2ヶ月に 1回程

度)、職員同伴の下ではあるが、スポーツ大会や他のセ

ンターとの交流のために外出が認められるなど、自由度

が高くなっている。ただし、ここから外勤の形で就労す

ることはなく、単独での外出も許可されない。入所者の

身内が死去した場合などに一時帰宅が認められる程度で

ある。

職業訓練は一般就労に近く、ミシン縫製、自転車部品

の組み立て、セメント袋の再利用処理作業、葬儀用紙細

工の製作などがあり、土・日・祝日は休みとなる。得た

報酬は必要経費を除いて入所者の貯蓄に回すことも可能

である。ただし現金の自己管理は認められていない。入

所にかかる費用は政府予算で賄われ、自己負担は不要で

ある。

職員は幹部を含めて65名であり、そのうち医療関係者

としては、中級医が1名、看護師3名、助手数名が存在

する。ここでは解毒治療を行わないため、医療行為とし

ては簡単な外傷処置や精神安定剤の投与などを行う程度

である。しかし、入所者は体力が低下しており、様々な

感染症等に擢患しやすい。特に多いのは結核、皮膚感染

症、気管支炎、エイズである。重篤な場合は病院で専門

的な治療を受ける。

ここを退所した後の再発防止に向けた支援として、退

所許可を出す際に必ず公安と地元の人民委員会、家族に

連絡を入れる。そのため地域に戻っても監視は継続され

る。一般施設を2年で退所した従来のプロセスでは、地

元の人民委員会の婦人会や青年会が予算を受け、当事者

ミーテイングなど、地域で何らかの活動をしているが、
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新たに導入された延長入所の体制ではまだ何もない状態

である。

4. THUNG TAM DIi:U DU'O'NG CAI NGHIEN MA 
TUY THANH DA (麻薬回復ケアセンター:民間施設)
この施設は、ベトナム南部の中心都市ホーチミン(図

1 )の中心部から 5kmほど西に外れたピンタイン地区に

位置している。周辺には民家や市場などがあり、交通量

も比較的多い賑やかな土地である。民間の運営によるも

ので、 1999年に設立された。約3，000rri(約908坪)の敷

地面積を有する。市街地にあるため、先のクアンニン

省やハーナム省の施設のような広大さはない。以下に、

NGUYEN HUU KHANH DUY所長からの説明と実際に
視察した印象をまとめた。

定員は500名で、 2009年1月時点で480名が入所してい

た。男女とも受け入れている。入所者の平均年齢等は不

明だが、施設内で見かける入所者は20~ 30歳代と思わ

れる若い世代が目立っていた。

すべて任意で、の入所で、その期間は2日から2年程度

である。家族の受け入れが悪い場合は退所できず、入所

が長期化する傾向にある。

費用は200USD/月(食費等込み)であり、 2009年の

一人当たりGDPが約1，000USDであったことを考癒すれ

ばかなり高額である。公立施設の任意入所費用 (850万

VND (408USD) /年)の6倍近い。

主な施設は居室、隔離室、診察室、静養室、食堂、シャ

ワ一室、カラオケルーム、図書室、中庭(バレーボール

のコートっき)、プール、 トレーニングルームなどであ

り、国立の施設に比べて娯楽が豊富である。社会復帰施

設というよりは矯正教育とレクリエーションが中心であ

る。一般居室は二段ベッドが6台の12人部屋であり、カー

テンなどの間仕切りはない。 2008年よりセンター内各所

(玄関、中庭、シャワー室、屋根の上、全ての居室や廊下)

に監視カメラ80台を設置した。このことは入所者にも周

知している。設置した目的は、入所者の保護・管理およ

び職員の労働管理であり、入所者の逸脱よりも職員の怠

慢や不正の方が多いと話していた。もし施設の規律に違

反したことが発覚した場合は、立場を問わず反省文提出

を求められる。

薬物からの離脱に際して、ここでは通常10日間は隔離

室に収容される。隔離室は4人部屋で、 4人一緒に施錠

することもある。先にも述べたが、ベトナムではこれを

違法とは見なされず、他施設でも行われている。法その

ものも未整備といえる。センター長は、複数で隔離して

いれば孤独を感じることなく、お互いに監視し合い異変



に気づけるという利点の方が大きく、個室隔離にして自

殺、急変することのほうが人道的に問題であると強く主

張していた。離脱は4日間程度で完了する。解毒方法は

この施設で独自に考案したものであり、ベトナムの国産

伝統治療薬は用いない。治療の詳細は金業秘密であるた

め明かせないと述べた。

解毒が完了してからは、入所者の個別性に合わせたプ

ログラムを設定している。ここでは積極的な職業訓練は

行われず、矯正教育や作業療法的な内容が中心であった。

我々の訪問時は30名ほどの入所者が食堂ホールに会して

カラオケに興じていたところであった。

入所者は、治療経過日数によって男女を問わず衣類の

色が限定されている。入所直後から4日間は「縁を切る」

意味を持つ紫色の病衣を着用し、隔離室を出てから6日

間は「育つ」という意味合いの緑色を、その後の10日間

は「希望」の水色を、以後退所までの期間はピンク色の

病衣で「明るく生きょう」という意味合いを持たせてい

るとのことであった。着衣によってどの段階にあるかが

分かり、状態を考慮して声をかけやすく、管理しやすい、

とセンター長は語っていた。

任意での入所とは言え、有刺鉄線が張り巡らされた高

い塀や多数の監視カメラ、色分けされた着衣を見ると、

入所者のプライパシーや権利の保障などは後回しになっ

ているという印象を拭えなかった。

退所にあたって家族との連携調整は不可欠であり、電

話相談等も行っている。センター長は自身の私用携帯電

話番号も公開しており、 24時間相談に応じる体制を作っ

ていた。そうした真撃な姿勢が入所者にも伝わることに

より、多数のカメラ設置など少々厳しい監視体制にも特

に抵抗を示さず、社会復帰訓練を継続してくれると考え

ている、と語っていた。

センター職員は157名で、そのうち医療関係者は医師

が9名 (3名は上級医、 6名は中級医で、精神科、循環

器科、皮膚科、内科、歯科、耳鼻科)、看護師が19名で

ある。その他に教員資格保有者など、社会復帰に関係す

る人が勤務している。

再入所率は10%程度であり、この数字は一般の公的施

設の約50%、ハノイ市内の別の民間施設の約30%と比較

するとかなり低く、この施設の有効性を強調しており、

所長がここで問題と感じることは特に語られなかった。

5. THUNG TAM DI!:U DU'ONG CAI NGHleN MA 

TUY THANH DA (麻薬回復ケアセンター職業訓練

施設:民間施設)

前項の離脱期を扱う民間施設から約300m離れた市街
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地のはずれに設置されている同列母体の民間職業訓練施

設である。

2009年1月時点で100名以上が入所しており、そのう

ちの30名強が女性であった。平均年齢は不明だが、若年

層が中心である。入所形態は任意によるもののみである。

入所期間は3-6ヶ月で、家族の希望と本人との話し合

いによって期聞が決定される。

入所者は、自身が希望する技術を入所中に身につける

ことができ、木工、電気工事、板金、塗装、手芸、紙細

工などそれぞれ専用の作業室を有していた。その他、レ

クリエーションとして、カラオケ、 トレーニングジム、

図書館等を備えている。平日は職業訓練プログラムに

沿って作業を行い、週末は作業せず、家族との面会等に

充てるとのことだ、った。経済的に裕福な入所者が多いた

め、積極的に就労支援までは行わず、退所後は家業の手

伝いなどで社会復帰していく。入所中に何らかの資格を

取得するということも殆どなく、家族が入所者を受け入

れる体制を整えるまでの居場所的役割が大きいという印

象である。

職員数は約30名、うち看護師は11名である。中級医 1

名と看護師2名は常時勤務している。その他、作業を教

える指導員、職業訓練校から派遣された教員等もいる。

V.おわりに

ベトナムでのヘロイン依存症の割合は全人口の0.2%

である。日本ではすべての違法薬物(有機溶剤除く)の

生涯経験率が1.5%、うちヘロインに限っては 0%(誤

差内)である (2012，厚生労働省)ことを考えると、ベ

トナムでのヘロイン使用の拡がりが分かる。街のあちこ

ちに設置された麻薬撲滅スローガン入りの大きな立て看

板からも、ベトナム人にとってヘロインがかなり身近な

存在であることが伺えた。日本では依存対象として稀な

ヘロインだが、日本で暮らすベトナム人には馴染のある

物質の一つであり、覚せい剤などよりもずっと安価で入

手しやすく敷居の低い存在であろう。依存症者を取り巻

く家族や友人にとっても、本国で多くのケースを見聞き

しているとすれば、さして驚き慌てるものではないのか

もしれない。

実際にいくつかの現地施設を視察し、ベトナムでは薬

物の使用は違法ではあるが、薬物使用者は罰せられるべ

き犯罪者ではなく、治療や更生が必要な犠牲者、病人と

みなし、刑務所ではなく解毒センター、常習者回復セン

ターなどの専門施設に入所するという流れが国を挙げて

構築されているのは日本と大きく異なる点である。また
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国際機関の支援を受け、再発やHIV感染拡大を防ぐた

めに、法の整備、施設収容期間の延長や新しい治療法の

導入など、様々な対策を積極的に取り入れており、ベト

ナムにおいては早急に解決しなければならない深刻な社

会問題のーっとなっていることは明確である。

しかしながら、治療やリハビリが必要な精神疾患と捉

えられている割には、疾患として精神科病院で薬物依存

症者を受け入れるケースはきわめて少ないうえ、依存症

治療施設に勤める医療スタッフは乏しく、医療としての

体制が充実しているとは言い難い。また、施設への入所

経路はほとんどが非任意・強制的なもので、施設内での

生活は厳しく管理されている。生活上の管理が厳しい割

には入所者のデータが管理されていない施設も存在す

る。任意での入所施設でも、回復の過程で着衣の色を限

定されるなど、プライパシーは守られず、本人の意思は

ほとんど尊重されない環境である。複数名での隔離や過

剰な監視体制など人権への配慮不足や法の未整備も散見

される。これでは刑務所と大差なく、脱走者の続出や国

際人権団体からの批判もやむを得まい。こうした状況で

は施設利用者自身が主体性を持ちづらくなる上、地域と

の離断が長期化するほど差別偏見は強まる。退所後は地

域の役所や人民委員会に自動的に通報され、監視下での

生活となる。世間から信用されない自分に直面すれば、

彼らの自尊感情はますます低下し、それが薬物の再使用

や再入所を後押しすることにはならないだろうか。これ

だけの対策があってもヘロイン依存症者が減少しないの

は、こうした社会主義的な徹底した管理体制にも一因が

あるのかもしれない。

今回の視察は入所施設に限られ、依存症者が地域に

戻った場合に「監視される」と各所で述べられたものの、

どのようなフォローやサポートがなされるのかを具体的

に把握することはできなかった。国際機関が試験的にコ

ミュニテイベースの薬物依存症治療を開始したという報

告 (UNODC，2012)はあるが、対象者の背景や効果的

な介入のタイミング、規模、地域住民をどう巻き込むか、

地域の反応など、その詳細については不明である。日本

で暮らすべトナム人薬物依存症者に対して、特に考えて

おかなければならないのは、解毒を終えてからの再発防

止策である。今後はベトナム本国のコミュニテイレベル

で行われる人民委員会の青年会、婦人会などによる活動

の実際を理解し、在日ベトナム人が受け入れ、抵抗なく

参加できる実現可能な地域支援活動の在り方を検討して

いくことが必要で、ある。
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注

l ヘロインの同効薬であるメサドン (methadone)を投

与してヘロインの離脱症状を緩和する方法。メサドン

置換療法ともいう。欧米では一般的に行われているが、

日本では認められていない。

2 1万VND=37.64円 (2012年9月5日時点)。訪問年

(2009年)の一人当たり名目GDP= 1.068USD 

3 2011年には1.000万VNDに増額されていた。急激なイ

ンフレによると思われる。

4 Ci de mex、BongSen 

5 ベトナムの医師には、上級医(大学医学部卒)と中

級医(准医師ともいう。医学専門学校卒)とがあり、

それぞれ人口 l万人あたり7.07、6.02である (General

Statistics Office of Vietnam 2009年データより算出)

6 1万VND=37.64円として換算 (2012年9月5日時点)
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